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はじめに
本論文は，「幼稚園教育要領」（1956年）の編纂委員らが執筆し，1954（昭和 29）年に刊行された『幼
稚園教育要領』を分析することを通して，同要領の保育理念の特質について解明しようとするもので
ある。筆者は戦後の新たな幼稚園教育の成立と展開に関して，主に保育内容およびその実践について
の総合的な研究を構想している。これまでに，「幼稚園教育要領」（1956年）作成の政策的背景とそ
の特質などを明らかにしてきたが（１），本論文もその総合的な研究の 1つに位置づくものである。
戦後の新たな幼稚園の保育内容の指針として示された 1948（昭和 23）年 3月の『保育要領』「試案」
は，その「まえがき」に記されているように，幼稚園教育の実際についての基準を示すものであり，
各幼稚園における手びきとなることを意図して作成されたものである。その後，1956（昭和 31）年
に『保育要領』に代わり「幼稚園教育要領」が刊行される。「幼稚園教育要領」は数次の改訂を経た
がその基本的な枠組みは変わらず，50年代半ばから今日に至るまで幼稚園教育内容の基本として位
置づいている。『幼稚園教育要領』は今日の保育内容の原点とも言える。
こうした意味で，最初の「幼稚園教育要領」の保育理念を検討する意味は大きく，1956（昭和 31）
年の要領の編纂委員らが，幼稚園教育の目的や幼稚園教育内容及びその指導についてどのような教育
理念を持っていたのか，そしてそれらが実際に「幼稚園教育要領」にどのように反映されたのかを考
察することは，今日の幼児教育内容を考える上で欠くことができないと考える。
「幼稚園教育の要領」（後の「幼稚園教育要領」）編纂委員のうち，鈴木虎秋・角尾稔・宮内孝は，
1954（昭和 29）年に『幼稚園教育の実際』と題する本を発行している。同書の序には，同じく編集
委員となる小山田幾子と渡辺俊枝も協力したことが記されており（２），「幼稚園教育の要領」の編集委
員となる 5人が「幼稚園教育要領」が刊行される 2年以上前に幼児教育についての書を共同で編集・
執筆していたことは注目すべき事実と言える。
これまでの研究においては，「幼稚園教育の要領」や「幼稚園教育要領」の編纂委員らに着目し，
彼らの教育観や保育理念を考察した研究は無く，また，その編纂委員が共同して出版した著書である
『幼稚園教育の実際』を中心に据えて考察したものは皆無である。
本研究の意義として強調したいことは，1951（昭和 26）年の「幼稚園教育の要領」編集委員の任命，
1954（昭和 29）年の『幼稚園教育の実際』の出版，1956（昭和 31）年の「幼稚園教育要領」の刊行
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という時系列である。つまり，幼稚園教育内容の基準作成を目的に任命された委員らが，互いの意見
を交わしたことを契機に，「幼稚園教育要領」に先んじてその参考書となる『幼稚園教育の実際』を
執筆していたことに着目する点である。すなわち，「幼稚園教育要領」の基軸を理解するために，同
書の分析は重要であると位置づけることができる。さらに言えば，後述するように，「幼稚園教育の
要領」の目次と『幼稚園教育の実際』の目次は，その構成において類似しており，『幼稚園教育の実際』
には 6領域と同じ保育項目が書き連ねられ，解説が加えられている。以上のことから，同書の保育理
論及び理論構成が，「幼稚園教育要領」の内容に連続する面があったことは確実と考えることができ
るのである。
そこで本論文では，まず初めに「幼稚園教育要領」が作成されるまでの経緯を概観する。そして，
『幼稚園教育の実際』を分析し，鈴木虎秋は幼稚園教育の目的をどのように考え，幼稚園の教育課程
はどうあるべきとしたのか，宮内孝は幼稚園における指導や教育内容の指導法はどうあるべきとした
のかを分析し，彼らの幼児教育観をまとめる。最後に，彼らの『保育要領』に対する考えを通して，
彼らの保育理念について考察する。これらの分析を通して，「幼稚園教育要領」編纂委員らの保育理
念がどのように「幼稚園教育要領」に反映されているかを明らかにしたい。
１．「幼稚園教育要領」作成の経緯
小・中学校及び高等学校における「学習指導要領　一般編」の改訂を受け，文部省は幼稚園の『保
育要領』についても改訂の意志を明らかにした。
「幼稚園教育の要領作成要項」が文部省によって示されていたが，それによれば，既に刊行された
『保育要領』（1948年）は参考書として扱うものの，「幼稚園教育の要領」はこれに代わるものと位置
づけられている。また，『保育要領』が保育所の保母や母親にも参考になるように書かれていたのに
対して，「幼稚園教育の要領」は幼稚園の教師および園長ならびに指導主事のために作るとしている。
そして，幼稚園がその教育の目的や目標を達成するために，幼児をどのように理解し，その教育内容
をどのように選び，どのように幼児を指導していったらよいかといった点について研究するための手
引きとして作ることを目的としていた。
1951（昭和 26）年 5月 30日に，文部省は「幼稚園教育の要領」編集委員会（初めは『幼稚園教育
の要領』としていたが，後に文部省で『幼稚園教育要領』と改めた）を設置した。編集委員は，鈴木
虎秋（港区麻布幼稚園園長），宮下正美（湘南学園幼稚園園長），高橋貞（日本女子大学付属幼稚園主
事），小山田幾子（港区立南山幼稚園教諭），渡辺俊枝（千葉大学教育学部付属幼稚園教諭），柴田み
どり（双葉第一小学校教諭），小河洋（静岡県教育委員会指導主事），角尾稔（東京学芸大学助手），
宮内孝（千葉大学助教授）であった（３）。その他，文部省初等教育課長大島文義，武田一郎など，CIE
からアンブロースとユアーズが加わって委員会が構成された（４）。編集委員の中に『保育要領』の編
集に携わった者がいなかったことで，要領の具体的な構想がまとまり難かった分，委員が自らの考え
を自由に発言することができたと宮内は回想している（５）。同年 9月には，設置基準作成協議会が発
3「幼稚園教育の実際」に関する一考察（大岡）
足し，事実上は教育要領の作成に充てられた（６）。そして，1952（昭和 27）年の幼稚園教育研究会で
各都道府県代表に『幼稚園教育要領案』を示して意見を求めたが，宮内によればこの案は 1956（昭
和 31）年の教育要領成案に近いものであった（７）。
教育要領は最終的には 32ページに及ぶものであるが，1953（昭和 28）年 8月末の委員会の答申と
しては，既に 200ページ以上もの案ができていた。この答申は製本されず未発表であったが，宮内孝
はこれを 1953（昭和 28）年頃に参考として発表しておいたならば，「幼稚園教育要領」を正しく理解
する手助けとなったであろうし，混乱も少なく済んだであろうと述べている（８）。このような考えか
ら，1954（昭和 29）年に『幼稚園教育の実際』を刊行するに至ったと推察され，その内実は「幼稚
園教育要領」の答申に近いものと考えられる。
ところで，「幼稚園教育の要領」委員会の発足当時はまだ CIEの管理下にあったが，宮内によると，
担当官であったアンブロースとユアーズが最初から 4・5回目の委員会まで出席しなかった。このよ
うに，教育要領作成においては文部省と CIEとの交渉はあっても委員会は直接の交渉を持たず，ほ
とんど CIEの関与がなくなっていた。また，「幼稚園教育の要領」編集の基本的方針は，形式的には
『保育要領』の改訂であるが，『保育要領』にはとらわれない独自のものとし，新しい幼稚園教育を適
切に行うための手引き書を作るというものであった。そして宮内によれば，その作成において『保育
要領』の改訂であることを強く打ち出し過ぎると，単に一部を修正するという扱いになることなる。
それによって教育の具体的な目標や教育課程の比重が弱くなり，教育実践の場での要求に答えること
が出来ない恐れがある。そのため，『保育要領』を参考にしつつも新しい構想に立って作成すること
で，教育実践の場の要求をも満たすものを作る考えに基づいていたのであった。このように宮内は，
新しい構想に基づいた「幼稚園教育要領」が作成され，さらにそれが保育の現場において正しく理解
され，的確な指導が実践されることを強く望んでいたのであった。
２．『幼稚園教育の実際』に表された鈴木虎秋・宮内孝の幼児教育観
上述したように，「幼稚園教育の要領」の編集委員のうち，鈴木虎秋，角尾稔，宮内孝の 3名は，「幼
稚園教育要領」の刊行の 2年前，1954（昭和 29）年 2月に共著の形で『幼稚園教育の実際』と題し
た本をフレーベル館より発行している。ここでは，『幼稚園教育の実際』に記された鈴木と宮内の幼
児教育観を中心に考察する。
まず初めに，東京女子高等師範学校教授兼附属幼稚園主事であり，『保育要領』の作成に関わった
重要な人物でもあった倉橋惣三が序文を寄せていることについて触れておきたい。倉橋惣三は序文の
中で以下のように述べている。「伸びようとする子供達，育とうとする子供達の為に，幼稚園教育に
従事する人々は，自ら努め，自ら学び，自ら教えられなければならない。幼稚園教育の理論と実際の
研究が此の意味で極めて重要なことは敢えて論ずる迄もない。幸い，本書が，この道に自らを学ばれ
て来た方々に依って編まれたことは，幼稚園教育の為のよろこび
4 4 4 4
である。新しい幼稚園の在り方の上
に，よりよき導きの書として，広く人々に読まれ愛されることと信じて，おすすめ
4 4 4 4
のことば
4 4 4
にかえ
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る」（９）。このように，『幼稚園教育の実際』が出版された時点では少なくとも本の内容に対して倉橋
は賛同しており，著者らを肯定していた内容であったことがわかる。そして，この本が広く読まれる
ことを望んだのであった。また，編者の序の中でも「特に幼稚園教育の先達であられる倉橋惣三先生
が貴重な序文を寄せられたことに対してはわれらが深く感銘する」と記したように，鈴木，角尾，宮
内も倉橋に対して，教育者として大いに尊敬の念を抱いていたことがわかる。倉橋は実質上『保育要
領』の指揮を取ったとされているが，後述するように，鈴木らは『幼稚園教育の実際』の中で『保育
要領』の「自由遊び」が過度に取り扱われたことに関して，やや批判的な態度を示している。しかし
ながら，根底としては両者ともに互いの考えを認め合っていたようである。
（1）鈴木虎秋の幼稚園教育の目的
ここで，鈴木虎秋の考える幼稚園教育の目的について考察したい。鈴木は，①心身の発達に合わせ
る幼児教育，②早期に形成される人格，③成育のための必要と矯正，④良い生活経験をさせる幼稚園，
⑤整備された教育的環境，⑥小学校へ継ぐ教育，⑦家庭教育の指導となる幼稚園，⑧新しい文化国家
を担う幼児たち，という項目を挙げて幼稚園教育の必要性について述べている。鈴木の幼稚園教育の
目的をまとめると以下のようになる。まず，幼稚園教育の出発点については，子どもが自然に成長す
る能力と，子どもが自らそれを使用しようとする生得的な欲求とに合わせて，その欲求の実現に道筋
をつけてゆくことを計画的に助長することであるとしている。そして，子どもを教育する為には個々
の子どもの成長・発達がどの過程にあるのかを熟知し，それに的確に応じたものでなければならない
と述べ（10），発達段階に即した教育を強調している。また鈴木は，「幼稚園の教育はこの大切な幼児期
の教育を担当する任務をもって生まれてきた」のであると表現している（11）。すなわち，子どもの人
格が築き上げられる際には家庭における生活様式や雰囲気，また家庭外での社会的感化なども影響を
与えうる。他方で，日常の良い生活態度や習慣の育成は，家庭内においてだけでは困難である。とこ
ろが幼稚園では，さまざまな資材や設備，人的要素など，子どもの身体的・精神的・情緒的・社会的
欲求を満たす教育的環境がそなえられているのであって，子どもの円滑な成長発達のために満たされ
るべき教育的環境が整備されているのである。このような趣旨から幼稚園教育は重要な「任務」があ
ると述べている。さらに言及すれば，幼稚園では刻々と変化する子どもの必要と能力に合致した，発
達に即応した指導と教育が可能であるし，子どもは家族以外の集団の一員として生活する経験もす
る。一方で，幼稚園は直接的に幼児を教育することに留まらず，家庭で教育の責任を持つ両親との教
育相談所ともなり得るし，広く地域社会を啓蒙し，教育の向上を図ったり，郷土文化を推進したりと
いった使命も果たすことができる。子どもの良い成長発達を実現させるためには，子どもが学齢前に
幼稚園で培われる教育を経る必要がある。すなわち幼稚園は，子どもが小学校に入学するまでに，そ
の就学に必要な準備教育を担っている。幼稚園において学習の基礎や生活態度，習慣，技術や能力が
形成されることで，小学校以上での教育が積み重ねられていくとした（12）。このように鈴木は，幼稚
園の持つ重要性を，子どもの成長発達や環境，小学校との関わりや文化的側面など，多角度から捉え
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て指摘している。
（2）宮内孝の教育内容の指導法
次に，宮内孝が考える教育方法の指導法について着目したい。宮内は『幼稚園教育の実際』の「教
育内容の指導法」において，第 1章健康，第 2章社会，第 3章自然，第 4章言語，第 5章音楽リズ
ム，第 6章絵画製作について，具体的な指導方法について述べている。「幼稚園教育要領」（1956年）
においても，幼稚園教育内容は 1．健康，2．社会，3．自然，4．言語，5．音楽リズム，6．絵画製
作というように順序も同じく 6領域の形で示されている。上述したように，1956（昭和 31）年の「幼
稚園教育要領」の刊行以前の 1953（昭和 28）年 8月末には，委員会による 200ページ以上に及ぶ答
申案が既にできており，それを 32ページに圧縮したものが後の「幼稚園教育要領」となった。宮内
は，この前段階となった答申を参考として公の場に発表することが，「幼稚園教育要領」を正しく理
解する手助けとなると考えていたことから，答申案を基にした『幼稚園教育の実際』を他の編纂委員
らと共に出版したと考えられる。したがって，この『幼稚園教育の実際』は事実上の「幼稚園教育要
領」の基盤とも言え，『幼稚園教育の実際』で述べられていることの多くの理念は，「幼稚園教育要領」
のそれと大きく異なるものではないと言える。
宮内は幼稚園における指導について，「こどもの生活は有機的・総合的なものであり，個々に切離
すことのできないものである。けれども，実際に指導するにあたっては，それをいくつかの経験のま
とまりに分ける方が便利であり，また，実際の指導効果もあがると考えられる。このようなことか
ら，幼稚園の教育（保育）内容を，一応，健康，社会，自然，言語，音楽リズム，絵画製作の 6つに
分け，それぞれについての具体的な指導の方法について述べることにする」，と節のまえがきで述べ
ている（13）。このように宮内は，指導の際には目標を明確に設定し，その目標達成のためにどのよう
に指導をし，その指導の結果がどうなったか，ということを明らかにすることが重要であると述べて
いる。そして，このような 6領域に分けて述べることは「どこまでも便宜上のことであって，その指
導がそれぞれ独立して行われるということを意味するのではない」と，扱いについての注意を述べて
いる。そして，「これらの項目は小学校の教科と同一視してはならない。このような項目に分けたこ
とは，幼稚園，小学校，中学校といった一貫した学校系統上から小学校との関連を考えて，小学校の
教科に準じて行われたということは否定できない。けれども，そうであるからと云って，小学校にお
けるそれぞれの教科の学習指導法の形式を幼稚園においてそのまま採用すると云うことを意味するの
ではない」と述べている（14）。「幼稚園教育要領」の特質の 1つに，小学校との繋がりを重視した点や，
系統的であることに重きが置かれたことが挙げられる。これによって，刊行当時，保育の現場関係者
の間で混乱も生じた。宮内がこのまえがきで述べている内容，すなわち，6領域の分類はあくまでも
便宜上であり，小学校の教科のようなものではないことや，「こどもの総合的・具体的活動を常に分
析的に考え，組織的・系統的な指導計画を持ちながらも，常に総合的に指導して行くことが望まし
い」（15）ことが，理念としては十分に存在していたにも関わらず，保育現場には直接的には行き届きに
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くかったことが推察される。
最後に，鈴木と宮内が記していることで共通している点を指摘しておきたい。それは，幼稚園と小
学校との関連性である。鈴木は，幼稚園段階での「学習のためのレディネス」について言及している。
すなわち，「子どもが成長発達過程のどの段階かに達するとそこで子どもは新しい行動の仕方を学び
今まで経験しない技術をおぼえ始める。」（16）したがって，この学習のための用意，つまり就学に必要
な準備教育を，子どもが小学校に入学するまでの期間において担当するのが幼稚園であると述べてい
る。そして，鈴木と宮内は，便宜上わけた保育の 6領域について触れ，この分類は小学校との関連を
考えて小学校の教科に準じて設定されたことを明確にしている。その上で，小学校における教科のよ
うな学習指導法の形式を幼稚園にも用いるわけではないことを強調していたのであった。
３．『幼稚園教育の実際』と『保育要領』
鈴木虎秋と宮内孝は『幼稚園教育の実際』において，度々『保育要領』について言及している。こ
こでは，彼らが『保育要領』をどのように捉えていたのかについて考察したい。
例えば鈴木は，「保育要領も『就学前の教育と，就学後の教育とはともに一貫した目的と方法とを
持たねばならない』と述べている」（17）と記し，教育課程を適切に編成することによって，課題となっ
ている幼稚園と小学校との関連を実現できると述べている。また，幼稚園の教育課程を考える際に，
小学校の教育課程での教科や教科外活動の内容や種類が，幼稚園教育の一般目標の内容とほぼ一致す
ることを示すために，『保育要領』の保育内容の 12項目と 1947（昭和 22）年改訂の「小学校学習指
導要領」で示された 9項目を対比している（18）（表 1参照）。
この表から，幼稚園においては小学校での算数に匹敵する教育の内容がないことがわかるが，それ
以外は，小学校の教育課程にある教科または教科外活動の内容や種類とほとんど一致していることが
わかる。『幼稚園教育の実際』の中では，幼稚園の教育課程を小学校での教科のように時間割に組み
込んで指導するようなことは適当でないことを言及している一方で，小学校のそれと類似しているこ
とを示し，幼稚園と小学校とが大いに関連していることを強調したのであった。
この他，『保育要領』について言及しているものとしては，日課表について記した箇所に，『保育要
領』と同じ「幼稚園の日課」を表にして掲載している（20）。そこでは，「日課表については『保育要領』
に例が挙げてあるので，現在，大部分の幼稚園がこれに準拠して居るようである」と述べられている。
また，保育要領の日課表を参考としながら，愛知学芸大学の鈴木信政によって作成された具体的な指
導の為の日課表も掲載している（21）。これらのことから，宮内が『保育要領』にある日課表を高く評
価していたことが窺い知れる。また，本文中の註には，「午睡についての詳細は『保育要領』休息の
項を参照されたい」（22）とある。すなわち，『保育要領』における休息・午睡といった理念に関しても
共感していたことを意味している。
このように，本の中では全体として，『保育要領』における幼稚園教育の教育課程や保育内容，指
導法などを意識して書き進められていることが窺える。
7「幼稚園教育の実際」に関する一考察（大岡）
特に宮内は，「幼稚園における指導」の中で，「われわれの考えて居る幼稚園教育に関する基本的な
態度」について述べるために，「自由遊び」について言及し，先の『保育要領』（1948年）との立場
の違いについて述べている。すなわち，宮内は，まず『保育要領』において「自由遊び」が「子供た
ちの自発的な意思にもとづいて，自由にいろいろの遊具や，おもちゃを使って生き生きと遊ばれる遊
び」（23）とされ，音楽やお話や製作などと並んだ保育内容であり，集団遊びや集団的に行われる遊びと
は対比されるものであり（24），1日の生活の主体となるものである（25）と捉えられていることを指摘し，
自由に対する考え方を問題提起している。すなわち，『保育要領』は個人主義的・自由主義の色彩が
強く（26），「『保育要領』の見解のように，こどもを自由に遊ばせて置けば，こどもは自然によい経験
を得て行くという考え方に同意する人は 1人も居らないと思う」とし，「われわれはこのような立場
をとらず，あくまでも社会的な関係においてものを考える」（27）と明言している。そして，『保育要領』
の考えでは，「自由に絵を描いてもそれは自由遊びではなく，自由にスキップ鬼〈『保育要領』では集
団遊びの例としてあげてある〉をやってもそれは自由遊びではない。こうなると，個人的にブランコ
やおもちゃで遊ぶのが自由遊びということになる。或いは，遊びの種類によらず，教師の計画と指
導とのもとに行われる遊びは自由遊びではないと云うのかも知れまい」（28）と述べて，強く批判してい
る。そして「自由遊び」には，1つには子どもが自由な状態で遊んでいる遊びそのものを意味し，も
う 1つには自由な遊びから生活経験を得ていく学習形態としての自由遊びという，2つの意義がある
ことを解説し，「われわれが重視するのは，この学習形態としての自由遊びであることは云うまでも
表 1． 『保育要領』の保育内容の 12項目と 1947（昭和 22）年改訂の「小学校学習指導要領」で示された 9項目
を対比
教科 保育内容
1．学習の技能を発達させるに必要な教科 ①　国語
②　算数
　（ 6）お話
　　　―
2．社会や自然についての問題解決の経験を発展させる教科 ③　社会
④　理科
　（ 1）見学
　（ 9）自然観察
3．創造的表現活動を発達させる教科 ⑤　音楽
⑥　図画工作
　（ 5）音楽
　（ 7）絵画
　（ 8）製作
4．健康の保持増進を助ける教科 ⑦体育 　（ 3）休息　
　（ 2）リズム
　（11）健康教育
5．家庭生活についての指導のための教科 ⑧家庭 （10）ごっこ遊び
6．教科外活動 ⑨　児童会
　委員会
　児童集会
　奉仕活動
　クラブ活動
　（10）人形芝居
　（12）年中行事
　（10）劇あそび
　（ 4）自由あそび
『幼稚園教育の実際』より抜粋（19）。
（　）内の数字は『保育要領』の保育内容の 12項目として挙げられている順序と一致。
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ない」としている（29）。そして，子どもが自由遊びの形態で学ぶ学習内容は，子どもの生活経験を便
宜上で分類した 6領域である，健康・社会・自然・言語・音楽リズム・絵画製作に分類し得るとして
いる。自由遊びの欠点として見られたことは，子どもが自分の好む遊びにのみ偏り，誰もが等しく身
につけるべき学習内容が満たされず，誰もが同様な経験を得ないことになるという限界であった。し
かし，宮内は，時期を見計らいつつ，子どもの遊びを子どもの自発的意思と自らの計画に基づいた形
で，個人またはグループごとに 1つの遊びから次の遊びへと変えて行くように導くことで解消される
とした。そして，「一律に 1つのことを要求する必要が生じた場合は，所謂，一斉指導を行えばよ」く，
「自由遊びから一斉指導へと，どのように無理なく導くかということが，実際指導においては一番問
題となる」としている。「所謂，託児所的であるか，若しくは古い小学校の様式に基づいて設計され
た幼稚園の少なくないわが国の現状においては，年齢の少ないこどもにあたっては『保育要領』の『幼
稚園の 1日』に述べられているような指導の方法が，そして就学間近か
ママ
なこどもは小学校の低学年を
模したような指導方法がとられることはやむを得ない」が，「指導の方向に対しての創意と，それに
基づく絶えざる工夫と努力とを欠いてよいという理由にはならないことは云うまでもない」（30）と述べ
ている。宮内は，『保育要領』にある「自由遊び」が，子どもを自由に遊ばせておくだけの放任的な
遊びになることを危惧していた。そして，教師の計画と指導に基づいて行われる遊びも自由遊びで
あって，教師はその指導の創意，工夫，努力を惜しむことなく，学習形態としての自由遊びを重視す
べきとしていた。この上で，子どもが自由遊びの形態で学ぶ学習内容は 6領域に便宜上わけることが
できると考えていたのであった。
このように，鈴木と宮内は，全体として『保育要領』における幼稚園教育の教育課程や保育内容に
一定の理解を示しつつも，『保育要領』に示された個人主義的・自由主義的を基調とした性格を批判
し，特に「自由遊び」に対する明確な定義づけをする必要性があると考え，その指導法にも重きを置
いていたことが分かる。『保育要領』の刊行により，その自由主義的な保育が先行していた当時の保
育傾向に危機感を覚え，その反動からも「幼稚園教育要領」の作成に際しては，指導方法の順序や指
導計画といったような「指導」を重視したのではないかと推察される。後の「幼稚園教育要領」の
第 3章が「指導計画の作成とその運営」となったのは，このようなことも一因となっていると考えら
れる。
おわりに
上述したように，「幼稚園教育の要領」の編集委員であった 5人が「幼稚園教育要領」（1956年）
が刊行される 2年前に，『幼稚園教育要領』を助ける目的で『幼稚園教育の実際』を出版していたこ
とは，「幼稚園教育要領」を捉える上で注目すべき事実と言える。本論文で同書を分析した結果，鈴
木虎秋，角尾稔，宮内孝らの理論及び理論構成が，「幼稚園教育要領」（1956年）の保育内容面及び
その構成に影響を与えていた事実が明らかになったことは，「幼稚園教育要領」の内実を知る上で大
変意義深いと考える。
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本文に記したように，1951（昭和 26）年に文部省により「幼稚園教育の要領」編集委員会が設置
された。宮内孝は 1953（昭和 28）年 8月末の委員会の答申が発表されていたならば，「幼稚園教育要
領」が正しく理解されることに繋がったと考え，1954（昭和 29）年に『幼稚園教育の実際』を刊行
する決意に至ったことが確認された。そして宮内は，新しい構想に基づいた「幼稚園教育要領」が的
確な指導の下に保育の現場で実践されることを強く望んでいた。
鈴木虎秋は，幼稚園の教育は大切な幼児期の教育を担当する任務があるとした。すなわち，幼稚園
には，家庭内で行われる保育の補充的側面と，家庭では充足しきれない設備や人的要素などの教育的
要素を与える側面の二つの役割があることを強調した。そして，教師は子どもの成長発達に応じて指
導し，子どもの身体的・精神的・情緒的・社会的欲求を満たすべきと考えていた。その上で，幼稚園
は，学習の基礎や生活態度，習慣，技術や能力を形成する場であって，小学校以上での教育の基礎に
当たるものと捉えていた。この点については宮内も同様な考えであり，就学に必要な準備教育を子ど
もが小学校に入学するまでの期間に担当するのが幼稚園であると述べている。そして，6領域の分類
はあくまでも便宜上であり，小学校の教科のようなものではないと強調した。また，幼稚園では組織
的・系統的な指導計画を持ちながらも，常に総合的に指導して行くことが望ましいという理念を持っ
ていたのであった。
『幼稚園教育の実際』において鈴木らは，『保育要領』の「自由遊び」に関して，やや批判的な態度
を示していた。すなわち，『保育要領』に示された個人主義・自由主義を基調とした性格を批判し，
特に「自由遊び」に対する明確な定義づけをする必要性があると考え，学習形態としての自由遊びを
重視すべきとしていた。ただ，全体として『保育要領』における幼稚園教育の教育課程や保育内容に
一定の理解を示していたことも事実である。鈴木や宮内らによる教育要領編集委員は，過度な自由主
義的な保育が先行する傾向に対する危機感から，「幼稚園教育要領」の作成に際しては，指導方法や
指導計画といったような「指導」を重視したものと推察される。後に刊行された「幼稚園教育要領」
（1956年）では保育内容は 6領域となり，そこから「自由遊び」は保育項目としては消え，また「幼
稚園教育要領」の構成においても，より系統性を持ったものに形作られた。上述したような鈴木や宮
内らの考えもその要因の 1つとしてあったと推察できる。
注⑴ 拙稿「「幼稚園教育要領」（1956年）作成の政策的背景とその特質」『早稲田教育評論』第 26号第 1巻，早
稲田大学教育総合研究所，2012年。
　⑵ 本文中では，小山田幾子による東京都南山幼稚園の「1日の指導計画」も紹介されている。
　⑶ 「幼稚園教育の要領」の編集のため編集委員が任命された 1951（昭和 26）年当時は，鈴木は港区麻布幼稚
園園長，角尾は東京学芸大学助手，宮内は千葉大学助教授であったが，本が出版された 3年後の 1954（昭和
29）年には，鈴木は東京都港区立白金小学校長，角尾は東京学芸大学講師，宮内は千葉大学教育学部附属幼
稚園長となっていた。
　⑷ 宮内孝「昭和 31年以降の幼児教育＜幼児教育要領＞『戦後保育 50年史―証言と未来予測―保育制度改革
構想』，栄光教育文化研究所，1997年，114頁。
　⑸ 前掲「昭和 31年以降の幼児教育＜幼児教育要領＞『戦後保育 50年史―証言と未来予測―保育制度改革構想』
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114頁。
　⑹ 岡田正章 [ほか ] 編『戦後保育史』第 1巻，フレーベル館，1980年，123頁。
　⑺ 宮内孝「回想　幼稚園教育要領作成のいきさつ」『戦後保育史』第 1巻，フレーベル館，1980年，113頁。
　⑻ 『同前書』113頁。
　⑼ 宮内孝編『幼稚園教育の実際』，フレーベル館，1954年，序 1・2頁。
　⑽ 『同前書』4頁。
　⑾ 『同前書』6頁。
　⑿ 『同前書』12–15頁。
　⒀ 『同前書』201頁。
　⒁ 『同前書』201・202頁。
　⒂ 『同前書』202頁。
　⒃ 『同前書』12・13頁。
　⒄ 『同前書』99頁。
　⒅ 『同前書』94・95頁。
　⒆ 『同前書』94頁。
　⒇ 『同前書』147・148頁。
　� 『同前書』150頁。
　� 『同前書』213頁。
　� 文部省『保育要領―幼児教育の手引き―』，1948年，59頁。
　� 『同前書』42・59頁。
　� 前掲『保育要領―幼児教育の手引き―』，59頁。
　� 『同前書』198頁。
　� 『同前書』191・192頁。
　� 『同前書』193・194頁。
　� 『同前書』194頁。
　� 『同前書』198頁。
